
事業概要説明シート

平
成

対　　　象
（誰・何を対象に）

事業内容

事業の必要性

基本チェックリストの結果に基づく二次予防事業対象者

①二次予防対象者把握事業
　　65歳以上の高齢者（要支援・要介護認定を受けていない方）に基本チェックリストを実施し、二次予防事業対象者を抽出する。
「基本チェックリスト」…運動器や栄養、口腔機能関係などの質問に「はい」「いいえ」で答えることで、ご自身の健康状態を確認し、
　　　　　　　　　　　　　    健康づくりや介護予防に役立てていただく質問用紙
②通所型介護予防事業
　　二次予防事業対象者に対し、運動機能向上、口腔機能向上、認知症予防、栄養改善に係る介護予防プログラムを介護予防教室
（通所）で実施する。
③訪問型介護予防事業
　　閉じこもり、認知症、うつ病の恐れのある、又は、これらの状態にある方を対象として、保健センターの保健師等が自宅を訪問し相
談、指導を実施する。
④二次予防事業評価事業
　　二次予防事業対象者を対象とした介護予防事業の評価を行うためのシステムの改修及び保守。

二次予防事業対象者が要介護状態等になることを予防するための取組として必要である。

介護予防（二次予防）事業

根拠法令

実施方法

目　　　的
（何のために）

介護保険法、地域支援事業実施要綱（国）

□直営

■その他（　一部委託 ： 基本チェックリストの発送及び結果集計、介護予防教室の開催など　　　　　）

□委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

要介護状態になるおそれの高い虚弱な状態にある６５歳以上の高齢者（二次予防事業対象者）を早期に把
握し、介護予防事業へ参加を勧奨し、活動的で生きがいのある生活ができるように支援する。

2006(H18）年度

事務事業番号 10402290006

類似事業 （削除）

事務事業名

事業開始年度 担当部署 福祉部　高齢社会室

総点検－様式2
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一般財源

その他 0 0

平成24年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

金　　　額

6

通所型介護予防事業…消耗品費 46、通信運搬費 14、委託料 1,320、備品購入費 63
委託料…民間事業者（介護予防教室開催業務受託者）

1,443

H23年度決算

1.77

0.05

218

訪問型介護予防事業…通信運搬費 6

14,394 31,738

財源内訳

H24年度決算 H25年度当初予算

9,414

内　　　　　容

14,432

49

24

国庫支出金 3,414 38,400

受益者負担
(使用料等)

府支出金 3,254 20,595

総事業費(A+B) 27,948

15,261

事業の必要性 二次予防事業対象者が要介護状態等になることを予防するための取組として必要である。

概算人件費

14,626

コ　　ス　　ト

H24年度決算 H25年度当初予算

概算人件費

直接経費(B)

H23年度決算

従事職員数 従事職員数

人件費計(A) 14,408 12,687 12,539

二次予防対象者把握事業…報償金 30、消耗品費 54、通信運搬費 56、委託料 8,708、
賃金 566　　委託料…民間事業者（送付等業務受託者）、枚方市医師会、地域包括支援
センター

従事職員数 概算人件費

155,652

168,191

121

0

6,886 77,458

千円6訪問型介護予防事業…通信運搬費 6
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単位

① 人

② 人

③

① 円

② 円

③

通所型介護予防教室参加者数

総事業費／通所型介護予防教室参加者数

22

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

総事業費／二次予防対象者数

基本チェックリストを郵送しているのは大阪府内で31市町村。（平成23年度実績）
各市町村において、直営及び委託により通所型介護予防教室や訪問型介護予防教室が実施されている。
（二次予防事業を実施していない自治体もあり）

241,173

252,172 4,674 31,174

成果目標
（目標とする成果）

H25年度(見込み)

10402290006

介護予防（二次予防）事業事務事業名

2006(H18）年度

5,980 5,400
活動実績

活動指標もしくは成果指標

二次予防事業対象者に対し、本人の事情・状況を踏まえたうえで介護予防教室への誘導を迅速かつ効果的
に行い、多くの方が要介護状態等にならないように努める。

事業開始年度 担当部署 福祉部　高齢社会室

二次予防対象者数 58

52

H23年度 H24年度

664,818 537,462

698

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

（二次予防事業を実施していない自治体もあり）

一次評価結果
（平成24年度）

・効率性の検証の必要性があるのでは
・費用対効果の検証が必要では

特記事項

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続
平成24年度に引き続き、基本チェックリストの郵送に取り組むとともに、高齢者サ
ポートセンター職員等により二次予防事業対象者を迅速かつ効果的に介護予
防教室に誘導します。

○基本チェックリスト発送 … 平成24年度発送総数　28,387件、返送数　23,732件、回収率　83.6％
　　　　　　　　　　　　　　　　　  発送により把握した二次予防事業対象者数　5,920人
○通所型介護予防事業  … 平成22年度 6教室 29人 103,062円、平成23年度 6教室 22人 158,845円、
　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成24年度 9教室 52人 1,442,560円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※H24年度…民間事業者による介護予防（二次予防）教室を 2教室開催
○平成25年度事業予算額が平成24年度事業費（決算見込額）に比べ高くなっている理由
　　… 介護保険給付費の3％が地域支援事業の財源の枠組みになることに起因する。

事業の例など）

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策
（平成24年度）

改善

平成24年度から平成26年度の3年間に、要支援・要介護認定を受けていないす
べての高齢者を対象に基本チェックリスト等を段階的に郵送。未回収者へは再
通知等により回収率を高め、支援が必要な高齢者の早期発見・早期対応を行
う。


